【変更申請】中小企業等経営強化法に係る先端設備導入計画
認定申請関係書類確認表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者連絡先　　　　　　　　　　　　　　
受付に関する事項
	業種分類
	中小企業等経営強化法第２条第１項の定義

	
	資本金
出資の総額
	申請企業
	判定
	従業員の数
	申請企業
	判定
	総合判定

	製造業その他
	３億円以下
	
	
	300人以下
	
	
	

	卸売業
	１億円以下
	
	
	100人以下
	
	
	

	小売業
	５千万円以下
	
	
	 50人以下
	
	
	

	サービス業
	５千万円以下
	
	
	100人以下
	
	
	

	ゴム製品製造業※
	３億円以下
	
	
	900人以下
	
	
	

	※自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造業並びに工業用ベルト製造業を除く

	ｿﾌﾄｳｪｱ業
情報処理ｻｰﾋﾞｽ業
	３億円以下
	
	
	300人以下
	
	
	

	旅館業
	５千万円以下
	
	
	200人以下
	
	
	



提出書類に関する事項（変更申請）
	書類名
	確認
	備考

	【必須書類】
	
	

	１．認定申請書類等確認表（変更用）
	■
	本様式

	２．先端設備等導入計画の変更に係る認定申請書
	□
	様式第２３

	３．(参考様式3)先端設備等導入計画の変更認定申請に係る添付資料
	□
	

	４．先端設備等導入計画に関する確認書
	□
	認定支援機関確認書

	５．導入しようとする設備等の見積書
	□
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　裏面へ→

	【固定資産税の特例を受ける場合】
	
	

	先端設備等に係る投資計画に関する確認書
	□
	認定支援機関確認書

	従業員へ賃上げ方針を表明したことを証する書面
	□
	

	ファイナンスリース取引であって、リース会社が固定資産税を納付する場合
	
	

	リース契約見積書の写し
	□
	


	固定資産税軽減額計算書の写し　
	□
	公益社団法人リース事業協会確認のもの


　市受付担当者　　㊞
